　必要により欄を広げて記載してください。　

平成　　年　　月　　日

京都次世代ものづくり産業雇用創出プロジェクト

「全員参加型」イノベーション創造支援事業
　人材活躍支援　
事　業　提　案　書
　公益財団法人京都産業２１

　　理事長　村　田　恒　夫　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　　在　　地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                              　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　　　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
「全員参加型」イノベーション創造支援事業＜人材活躍支援事業＞について、下記のとおり、関係書類を添付して提案します。
記
１　提案事業の概要
　　・事業計画書（別紙１）
　　・経費内訳書（別紙２）
２　提案事業者の概要
	事務所の所在地
(本社所在地)
	〒


	担当者

	ふりがな
所属･氏名
	

	
	連絡先
	TEL:　　　　　　　            FAX: 
E-mail:

	設立年月日
	　   　　 年   　月    日

	（ふ　り　が　な）
代表者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　生年月日   　 年   　月    日

	業　　　　種
	※対象２３業種のいずれかを記入してください。


	主な事業内容
	

	従業員数
	　　　　　　人

（うち正社員　　人）
	売　上　高
（　　　年度）
	万円

（営業利益　　　　　万円）


※別途、募集要領９の提出書類を添付してください。
（別紙１－１）

事　業　計　画　書
	①事業計画の概要
（A4版1頁程度で記載ください）
	＊事業拡大や新分野進出、第二創業など、新たなイノベーションに取り組もうとする事業の目的、内容等について記載してください。

＊これら取組におけるこれまでの経緯や成果についても、記載してください。


	②事業計画の実現に向けて
解決すべき課題

（A4版1頁程度で記載ください）
	＊上記①の事業計画の実現に向けて解決すべき課題について、具体的に記載してください。



	③事業計画実現による業績の見込み
	＊①②によって、○年後に売上○％増を目指す等

目　標
H29年度

H30年度

H31年度

H32年度

売　上

百万円

百万円
百万円
百万円
営業利益

百万円
百万円
百万円
百万円


	④人材確保方法
	＊上記②の課題解決のために、どのような分野の人材の活躍が必要であるのかを記載してください。
＊また、どのような方法で当該人材を確保するのかを具体的に記載してください。（なお、人材確保の具体的な見込みがある場合は、別紙１－２の人材経歴書に記載してください。）
確保人材

中核人材　　　人

推進人材　　　人



	⑤雇用創出目標
	＊本事業の推進を通じて、本事業期間終了時までに達成しようとする雇用創出目標（正規雇用）とその予定時期について、記載してください。

・雇用創出目標数　：　　　　人

　・雇用開始予定日　：平成　　年　　月　　日

　・正規雇用予定日　：平成　　年　　月　　日
過去の

雇用実績

H26年度

H27年度

H28年度

正規

人

人

人

非正規

人

人

人



	⑥その他

●取得している認定制度等に○をつけてください。

　１ 経営革新計画　　　　　　　　　　　　２ 京都府元気印中小企業認定制度

　３ 京都市オスカー認定制度　　　　　　　４ 京都市ベンチャー企業目利き委員会認定制度
　５ その他
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

●人材活躍支援事業の情報はどこから得られましたか（複数回答可）
1 当財団からのダイレクトメール　　　　　　2 当財団のホームページ
3 当財団の情報誌（クリエイティブ京都）　　4 当財団からのメールマガジン
5 当財団のコーディネータからの案内　　　　6 取引先等からの案内

7 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


（別紙１－２）

■候補の有無　　　有　　・　　無（どちらかに○）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「有」の場合、下記人材経歴書を各人ごと別葉で作成してください。
人　材　経　歴　書
	氏  名
	

	① 職務経歴　→　履歴書を添付してください。
　　　　　　　　　履歴書がない場合は、勤務年数等がわかるように、この欄に記載してください。


	②必要な人材としての適性、能力等

（当該事業計画の推進に必要な経験、実績等、当該人材を確保するために必要な経費の妥当性等）




（別紙２）確保人材ごとに別葉で作成してください。
 経　費　内　訳　書

【　中核人材　・　推進人材　】（該当する方に○）
（単位：円）
	項       目
	金       額
	積     算    内     容

	（人件費）

賃金（基本給に限る。）
通勤手当

社会保険料（事業主負担分）

労働保険料（事業主負担分）
	
	

	小       計（Ａ）
	
	

	（その他事業費）

人材派遣会社又は人材紹介会社に係る手数料

	
	

	小       計（Ｂ）
	
	

	計（Ａ＋Ｂ＝Ｃ）
	
	


※人件費が、事業費総合計の３分の２以上であること。

※人材派遣会社を活用する場合の賃金については、人材派遣会社との労働者派遣契約等で定められた派遣料金に0.7を乗じた額とする。（同じく0.3を乗じた額は、その他事業費の人材派遣会社又は人材紹介会社に係る手数料に計上すること。

※賃金については、根拠書類（提案事業者の給与規程、当該人材の前職の給与額、見積書等）を添付すること。またその他事業費についても金額の根拠書類（見積書等）を添付すること。
※消費税は補助対象外であるため、金額は消費税抜きの金額を記載すること。

PAGE  

